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演習場周辺住宅防音事業補助金交付要綱第１条及び演習場周辺の移

転補償等の実施に関する訓令第１条に規定する別に指定する区域の

指定について（通達）

標記について、演習場周辺住宅防音事業補助金交付要綱（平成１９年防衛省訓

令第１０９号）第１条及び演習場周辺の移転補償等の実施に関する訓令（平成１

９年防衛省訓令第１１１号）第１条の規定に基づき、別紙のとおり定められたの

で通達する。

なお、演習場周辺住宅防音事業補助金交付要綱第１条及び演習場周辺の移転補

償等の実施に関する訓令第１条に規定する別に指定する区域の指定について（施

本第６２６号（ＣＦＳ）。１１．３．１９）は、廃止する。

添付書類：別紙



別 紙

１ 演習場周辺住宅防音事業補助金交付要綱（平成１９年防衛省訓令第

１０９号）第１条に規定する別に指定する区域（以下「住宅防音区域」

という。）及び演習場周辺の移転補償等の実施に関する訓令（平成１

９年防衛省訓令第１１１号）第１条に規定する別に指定する区域（以

下「移転補償区域」という。）の指定は、自衛隊等（防衛施設周辺の

生活環境の整備等に関する法律（昭和４９年法律第１０１号）第２条

第１項に規定する「自衛隊等」をいう。次項において同じ。）による

砲撃を主とする射撃、爆撃その他火薬類の使用（次項において「砲撃

等火薬類の使用」という。）の頻繁な実施により生ずる音響の影響度

を、当該音響の強度並びに発生の回数及び時刻等を考慮して次の式に

より算定した値が、住宅防音区域にあってはＬＣden値81以上、移転補償

区域にあってはＬＣden値89以上である区域を基準として行うものとする。

２ 前項に規定する算定式中次に掲げる記号の意義は、当該各号に定め

るところによる。

（１）Ｔ０ 基準化時間（１秒）

（２）Ｔ １日の総秒数（８６，４００秒）

（３）ＬＣＥ １日の間の自衛隊等による砲撃等火薬類の使用により生ず

る音響をエネルギー平均して得た値（dB）

（４）ｎ１ 午前０時直後から午前７時までの砲撃回数

（５）ｎ２ 午前７時直後から午後７時までの砲撃回数

（６）ｎ３ 午後７時直後から午後１０時までの砲撃回数

（７）ｎ４ 午後１０時直後から午後１２時までの砲撃回数
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